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皆様に会うために、全国を駆け回っています！
各地での各種会合・イベント等70件に参加
しました。国会見学30件の訪問を受けました。

いそがば
2016.8/22～12/26現在

T
P
P
で
国
を
開
い
て

連
携
す
る
な
ら

参議院議員

　

良
き
新
年
を
迎
え
ら
れ
た
こ
と
と
お
慶
び
申
し
あ
げ
ま
す
。

　

昨
年
は
、
私
が
掲
げ
る
政
策
の
二
本
柱
、
す
な
わ
ち
、
自
動
車
産

業
を
は
じ
め
と
す
る
国
内
産
業
基
盤
の
強
化
、
そ
し
て
、
す
べ
て
の

世
代
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
社
会
保
障
制
度
の
確
立
、
に
係
る
重
要
な

動
き
が
あ
り
ま
し
た
。

　

ひ
と
つ
は
、
国
会
で
最
大
の
争
点
と
な
っ
た
T
P
P
協
定
で
す
。

自
動
車
の
輸
出
の
観
点
か
ら
み
れ
ば
、
完
成
車
の
関
税
撤
廃
ま
で
の
期
間
な

ど
に
お
い
て
は
十
分
な
内
容
と
ま
で
は
い
え
な
く
と
も
、
大
部
分
の
部
品
の

関
税
が
即
時
撤
廃
さ
れ
る
な
ど
、
産
業
の
実
態
に
照
ら
し
て
利
益
が
あ
る
内

容
だ
と
思
い
ま
す
。
私
は
、
こ
う
し
た
点
を
参
議
院
の
予
算
委
員
会
に
お
い

て
政
府
側
の
答
弁
を
引
き
出
す
こ
と
に
よ
り
確
認
し
ま
し
た
。
併
せ
て
、
国

を
開
い
て
経
済
連
携
を
進
め
て
い
く
に
あ
た
っ
て
は
、
自
動
車
産
業
を
は
じ

め
と
す
る
国
内
産
業
を
盤
石
に
し
て
お
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
こ
と
を
訴
え

ま
し
た
。

　

一
方
、
国
内
の
関
税
撤
廃
に
よ
る
農
業
へ
の
ダ
メ
ー
ジ
や
食
の
安
全
の
問

題
な
ど
の
他
、
協
定
内
容
の
全
30
分
野
を
見
渡
せ
ば
国
民
を
不
安
に
さ
せ
る

内
容
も
あ
り
ま
す
。
参
議
院
の
審
議
で
民
進
党
は
そ
れ
ら
の
点
を
巡
っ
て
緻

密
な
議
論
を
丁
寧
に
繰
り
広
げ
て
き
ま
し
た
。

　

国
会
の
会
期
が
延
長
さ
れ
、
協
定
案
は
批
准
（
成
立
）
さ
れ
ま
し
た
が
、

ト
ラ
ン
プ
次
期
米
国
大
統
領
が
、
T
P
P
協
定
か
ら
離
脱
す
る
こ
と
を
明
言

し
ま
し
た
。
そ
れ
に
よ
っ
て
T
P
P
協
定
の
発
効
は
難
し
く
な
り
ま
し
た
が
、

民
進
党
と
し
て
は
、
各
種
経
済
連
携
協
定
を
進
め
て
い
く
こ
と
自
体
に
は
前

向
き
で
あ
り
、
私
自
身
も
引
き
続
き
尽
力
し
て
い
き
た
い
と
思
っ
て
い
ま
す
。

　

も
う
ひ
と
つ
の
動
き
は
、
社
会
保
障
や
子
育
て
、
教
育
、
働
き
方
な
ど
、

生
活
者
、
働
く
者
に
深
く
係
る
問
題
の
議
論
で
す
。

　

昨
年
の
参
議
院
選
挙
を
目
前
に
し
て
、
政
府
与
党
は
に
わ
か
に
働
き
方

改
革
や
子
育
て
支
援
、
奨
学
金
の
充
実
な
ど
を
訴
え
は
じ
め
ま
し
た
。
我
々

が
民
主
党
の
時
代
か
ら
長
ら
く
訴
え
て
き
た
分
野
の
政
策
を
真
似
し
、
国
会

の
終
盤
で
は
「
年
金
カ
ッ
ト
法
案
」
こ
と
、
年
金
制
度
を
変
更
す
る
法
案
も

強
引
に
押
し
通
し
ま
し
た
。

　

前
者
に
つ
い
て
は
方
向
性
と
し
て
歓
迎
す
べ
き
こ
と
で
あ
り
、
中
途
半
端

な
中
身
で
終
わ
ら
せ
な
い
よ
う
、
我
々
も
「
人
へ
の
投
資
」
の
理
念
の
下
、

大
胆
な
政
策
を
打
ち
出
し
て
い
く
予
定
で
す
。
ま
た
、
年
金
制
度
に
つ
い
て

も
対
案
を
示
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
考
え
て
い
ま
す
。　

　

職
場
原
点
、
生
活
者
視
点
を
も
っ
て
国
会
や
党
内
の
議
論
に
臨
ん
で
い
く

覚
悟
に
変
わ
り
あ
り
ま
せ
ん
。

昨
年
同
様
の
ご
支
援
を
何
卒

よ
ろ
し
く
お
願
い
致
し
ま
す
。

　

最
後
に
、
皆
様
の
ご
発
展
、

ご
健
勝
を
祈
念
申
し
上
げ
、

年
頭
の
ご
挨
拶
と
さ
せ
て
い

た
だ
き
ま
す
。

謹
ん
で
新
年
の
ご
挨
拶
を

　
　
申
し
上
げ
ま
す

自動車産業を例に挙げ
参議院予算委員会で
安倍総理らと議論

国
力
強
化
を
！



い
そ
ざ
き
議
員
は
、10
月
13
日
の

参
議
院
予
算
委
員
会
で
、T
P
P

に
関
す
る
質
問
に
立
ち
ま
し
た
。

「
T
P
P
協
定
の
中
身
を

  

産
業
や
生
活
の
実
態
に
照
ら
し
て

  

丁
寧
に
評
価
し
て
み
る
こ
と
が
重
要
」

「
連
携
す
る
た
め
に
は
、自
国
の
力
を

  

強
化
し
て
お
く
こ
と
が
不
可
欠
」

と
い
う
2
点
を
、自
動
車
産
業
を
例
に
挙
げ
、安
倍
総
理

を
は
じ
め
各
大
臣
と
議
論
を
交
わ
し
、各
大
臣
か
ら
重
要

な
答
弁
を
引
き
出
し
ま
し
た
。

自
動
車
の
国
内
生
産
の
重
要
性

と
、自
動
車
関
係
諸
税
の
負
担
軽

減
・
簡
素
化
を
強
く
訴
え
続
け
て

き
た 

い
そ
ざ
き
議
員
は
、こ
れ
ま

で
も
政
府
か
ら
重
要
な
答
弁
を

引
き
出
し
て
い
ま
す
。

委
員
会
の
中
で
実
際
に
使
用
し
た
グ

ラ
フ
で
す
。戦
後（
1
9
4
6
年
）か
ら

2
0
1
5
年
ま
で
の
生
産・販
売
台
数

と
、自
動
車
関
係
諸
税
の
推
移
を
表
し

て
い
ま
す
。

国
内
産
業
の
地
力

を
付
け
る
こ
と
で
、

し
っ
か
り
と
足
固

め
し
て
こ
そ
、海
外

と
の
闘
い
に
臨
め

る
の
で
す
。

自
動
車
関
係
諸
税

の
負
担
軽
減・簡
素

化
に
向
け
て
、今
後

も
様
々
な
角
度
か

ら
議
論
を
続
け
て

行
き
ま
す
。

海
外
生
産
が
急
拡
大
し

て
い
る
中
で
、輸
出
の
伸

長
に
頼
っ
た
国
内
生
産

台
数
の
維
持
、拡
大
は
困

難
と
な
る
た
め
、国
内

販
売
台
数
の
拡
大
が
カ

ギ
に
な
り
ま
す
。国
内

生
産
台
数
を
最
低
で
も

1
0
0
0
万
台
維
持
、

拡
大
す
る
こ
と
。そ
の

た
め
の
人
員
や
設
備
を

確
保
し
て
、技
術
開
発

や
製
造
が
で
き
る
体
制

を
キ
ー
プ
し
て
い
く
こ

と
が
重
要
で
す
。

国
内
生
産
台
数
約

4
0
0
万
台
減
少
の
内
、

約
3
0
0
万
台
が
国
内

販
売
台
数
の
減
少
に
よ

る
も
の
で
す
。販
売
台
数

が
こ
れ
だ
け
減
少
し
て

も
税
収
は
維
持
さ
れ
て

い
る
。自
動
車
関
係
諸
税

の
減
税
に
よ
り
、ユ
ー

ザ
ー
の
負
担
を
軽
減
し

て
国
内
販
売
の
拡
大
を

図
っ
て
い
き
た
い
。

自
動
車
販
売
台
数
と

自
動
車
関
係
諸
税
の
実
態

議
員
活
動
報
告

政
府
開
発
援
助
等

（
Ｏ
Ｄ
Ａ
）に
関
す
る

特
別
委
員
会
理
事
に

就
任
。

9月26日

第
1
9
2
回

臨
時
国
会
開
会

9月29日

自
動
車
総
連 

政
策
推
進

コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン

10月13日

予
算
委
員
会

（
集
中
審
議
）

11月10日

経
済
産
業
委
員
会

（
法
案
質
疑
）

独
立
行
政
法
人

石
油
天
然
ガ
ス・金
属

鉱
物
資
源
機
構

（
J
O
G
M
E
C
）法

改
正
案
に
つ
い
て
質
問
。

11月16日

民
進
党
ム
ダ
遣
い

解
消
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

チ
ー
ム
会
合

（
10
月
19
日
に
第
1
回

会
合
を
開
催
。同
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
の

メ
ン
バ
ー
に
就
任
。）

12月1日

経
済
産
業
委
員
会

（
法
案
質
疑
）

割
賦
販
売
法
改
正
案

に
つ
い
て
質
問
。

12月7日

民
進
党
オ
ー
ト
バ
イ

議
員
連
盟
総
会

12月17日

第
1
9
2
回

臨
時
国
会
閉
会

民
進
党
代
表
選
挙

（
臨
時
党
大
会
）

民
進
党
代
表
に

蓮
舫
議
員
を
選
出
。

2015年3月26日
財政金融委員会

2016年3月22日
財政金融委員会

10月13日参議院予算委員会の主な議論内容

実態に照らし
合わせた
丁寧な審議を！

関税撤廃まで乗
用車は25年、大
型車は30年。対
米輸出は重要な
分野。撤廃までの
期間の長期化で、
不利益が発生す
るのでは？

センサー類は撤廃
まで10年、リチウ
ムイオン電池は
15年、光ファイバ
ーは12年。撤廃が
長期化されると影
響があるのでは？

TPPの締結が、
EU、日中韓などと
の経済連携の交

渉にも大
きな影響
を及ぼす
のでは？

工業分野に関して、
TPPはどのくらい
効果額が期待でき
ると試算
している
のか？

国内事業の力を
付ける重要性は？

国内販売台数が
減っていても、税
収は一定規模を
保っている。自動
車の税のあり方
が、購買行動に影
響があるのでは
ないか？

販売台数が、26
ヶ月対前年同月
比で減少、軽自
動車も増税後19
ヶ月連続の前年
比マイナス。減税
を検討するべき
では？
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日本の自動車産業の発展過程（台数ベース）

国内生産台数
国内販売台数
輸出台数
海外生産台数

注１：国内販売台数の1970年以前の部分は、5年おき（'50、'55、'60、'65）に
　　　取られた数値をつなぎ合わせたもの。
注２：各種台数は「暦年」の数値。
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国内自動車販売台数と自動車関係諸税税収の推移

自動車関係諸税税収総額（右軸）
国内販売台数

注１：
　　　数値をつなぎ合わせたもの。
注２：国内販売台数は「暦年」の数値。自動車関係諸税の税収総額は「年度」の決算額で、
　　　2014年度、2015年度は予算額。

国
内
販
売
台
数
が
減
っ
て
も
自
動
車
か
ら
の
税
収
は
高
止
ま
り
。

自
動
車
産
業
の
国
力
強
化
の
た
め
に
は
、思
い
切
っ
て

減
税
の
方
向
に
舵
を
切
る
べ
き
！

9月15日

TPPの議論に
関して

消費者を含め、
生活にどのような
利益や影響がある
のか、分かりやすく
丁寧に説明していく
(安倍総理）。

日本メーカーが米国
で販売する乗用車は
660万台中495万
台が北米生産、地
産地消だから問
題ない（石原TPP
担当大臣）。
トラックの対米輸出
額は8.4億円(2015
年）で現行税率は25
％だが、トラックの後部
箱がないキャブシャ
シーの輸出額は
約643億円で、そ
の税率4%を25年
かけて撤廃予定(世
耕経済産業大臣）。

車載用リチウムイオ
ン電池は、既に現
地生産や現地調達
がかなり進んでいる。
リチウムイオン電池
関連部品の電極素
材は即時撤廃（世耕
経済産業大臣）。

相手国によって、交
渉の状況が違う。

我が国の国益を最
大化すべく、一番
良い関税を取るよ
うに頑張る（世耕経
済産業大臣）。

工業製品輸出額の
76.6%の関税が即
時撤廃。どの企業が
どれだけ輸出するの
か、TPP協定が発効
した後、詳しい推計
値が示せる（石原
TPP担当大臣）。

経済連携協定が締
結されることで、海
外市場へのアクセ
スが改善され、ルー
ルが整備され、国内
産業の競争力強化
の誘因となる（安倍
総理）。

税も影響している
と思うし、若者のク
ルマ離れやクルマの
耐久性などの要因も
あるのではないか（世
耕経済産業大臣）。

税制に関しては、一
定の影響がある
と思う（高市総務
大臣）。

自動車産業は経済
や雇用を支える基

幹産業。販売台数
が減れば、地方税
収も減少するの
で、歯止めを掛ける
ことは重要。与党
税制大綱に沿って
取り組んでいく(高
市総務大臣）。

議論
項目

乗用車や大型車の
関税撤廃
までの期間

成長分野の
部品の関税撤廃

他国との
交渉は

工業分野での
効果

国内産業基盤の
強化

税と自動車販売
台数

今後の
自動車関係諸税

政府側
答弁

いそざき
議員

確
か
に
私
ど
も
も

自
動
車
に
は
税
が

掛
か
り
過
ぎ
て
い
る
と

率
直
に
思
う

雇
用
の
点
で
も

自
動
車
産
業
を

国
内
に
持
っ
て
い
る

意
味
は
非
常
に
大
き
い

海外生産
台数は、国内
生産台数の
約２倍に
急拡大！

ピーク時に比べ、
約400万台減少。
これはトヨタ＋日産の
１年分の国内生産
台数分と同等！

販売台数が
減少しても、
自動車からの
税収は
高止まり！ 


